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1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 2,672 27.6 138 30.1 153 43.3

17年９月中間期 2,094 8.4 106 △0.9 107 15.3

18年 ３月 期 4,802 16.4 279 29.3 274 38.9

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 103 110.6 4,302 02

17年９月中間期 49 △8.7 2,291 79

18年 ３月 期 149 34.3 6,284 46
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 24,030株 17年９月中間期 21,422株 18年３月期 21,878株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 3,241 1,860 57.4 77,439 67

17年９月中間期 2,343 1,221 52.1 56,927 77

18年 ３月 期 3,115 1,840 59.1 76,073 73
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 24,030株 17年９月中間期 21,452株 18年３月期 24,030株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 500株 17年９月中間期 500株 18年３月期 500株

　

2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 5,300 300 165

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　6,866円42銭
　

3.　配当状況

現金配当

　 １株当たり配当金(円)

基準日 　中間期末 　期　末 年　間

18年３月期 ─ 　　　　 2,200.00 　　 2,200.00

19年３月期(実績)           ― ― 　

19年３月期(予想) ―          2,200.00 　

 ※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る

本資料発表日現在における過程を前提にしております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる可能性があ

ります。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 646,592 　 　 589,310 　 　 1,169,355 　 　

　２　受取手形 ※２ 40,702 　 　 116,461 　 　 15,202 　 　

　３　売掛金 ※２ 673,673 　 　 919,479 　 　 995,796 　 　

　４　たな卸資産 　 250,684 　 　 160,609 　 　 92,084 　 　

　５　その他 　 93,236 　 　 106,550 　 　 91,426 　 　

　　　貸倒引当金 　 △1,531 　 　 △2,229 　 　 △2,154 　 　

　　　流動資産合計 　 　 1,703,357 72.7 　 1,890,183 58.3 　 2,361,712 75.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 109,385 　 　 118,899 　 　 104,404 　 　

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 165,362 　 　 148,492 　 　 173,991 　 　

　　(2) その他 　 11,934 　 　 65,726 　 　 35,297 　 　

　　　　無形固定資産合計 　 177,297 　 　 214,218 　 　 209,289 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 211,268 　 　 834,182 　 　 291,356 　 　

　　(2) その他 　 150,804 　 　 192,579 　 　 157,247 　 　

　　　貸倒引当金 　 △8,276 　 　 △8,271 　 　 △8,275 　 　

　　　　投資その他の資産
　　　　合計

　 353,796 　 　 1,018,490 　 　 440,327 　 　

　　　　固定資産合計 　 　 640,479 27.3 　 1,351,609 41.7 　 754,022 24.2

　　　　資産合計 　 　 2,343,837 100.0 　 3,241,792 100.0 　 3,115,784 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※２ 316,446 　 　 451,582 　 　 346,296 　 　

　２　短期借入金 　 400,000 　 　 430,000 　 　 480,000 　 　

　３　一年以内返済予定
　　　長期借入金

　 8,350 　 　 － 　 　 3,352 　 　

　４　未払法人税等 　 52,835 　 　 90,434 　 　 88,558 　 　

　５　賞与引当金 　 105,722 　 　 110,000 　 　 100,000 　 　

　６　役員賞与引当金 　 － 　 　 6,000 　 　 － 　 　

　７　その他 　 106,576 　 　 136,560 　 　 113,002 　 　

　　　流動負債合計 　 　 989,930 42.2 　 1,224,577 37.8 　 1,131,209 36.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 114,555 　 　 134,874 　 　 124,886 　 　

　２　役員退職慰労引当金 　 18,137 　 　 21,466 　 　 19,587 　 　

　　　固定負債合計 　 　 132,692 5.7 　 156,340 4.8 　 144,473 4.6

　　　負債合計 　 　 1,122,622 47.9 　 1,380,917 42.6 　 1,275,683 40.9

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 458,737 19.6 　 － － 　 711,337 22.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 442,707 　 　 － 　 　 695,307 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 442,707 18.9 　 － － 　 695,307 22.3

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 8,680 　 　 － 　 　 8,680 　 　

　２　任意積立金 　 330,432 　 　 － 　 　 330,432 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 61,379 　 　 － 　 　 161,776 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 400,491 17.1 　 － － 　 500,889 16.1

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 1,338 0.0 　 － － 　 14,577 0.5

Ⅴ　自己株式 　 　 △82,060 △3.5 　 － － 　 △82,060 △2.6

　　　資本合計 　 　 1,221,214 52.1 　 － － 　 1,840,051 59.1

　　　負債及び資本合計 　 　 2,343,837 100.0 　 － － 　 3,115,734 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 － 　 　 711,337 21.9 　 － 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 － 　 　 695,307 　 　 － 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 － 　 　 695,307 21.4 　 － 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 － 　 　 8,680 　 　 － 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 － 　 　 410,000 　 　 － 　 　

　　　　特別償却準備金 　 － 　 　 264 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 － 　 　 120,455 　 　 － 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 － 　 　 539,400 16.7 　 － 　

　４　自己株式 　 　 － 　 　 △82,060 △2.5 　 － 　

　　　株主資本合計 　 　 － 　 　 1,863,985 57.5 　 － 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 － 　 　 △3,110 　 　 － 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 － 　 　 △3,110 △0.1 　 － 　

　　　純資産合計 　 　 － 　 　 1,860,875 57.4 　 － 　

　　　負債純資産合計 　 　 － － 　 3,241,792 100.0 　 － －
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 2,094,979 100.0 　 2,672,352 100.0 　 4,802,443 100.0

Ⅱ　売上原価 ※６ 　 1,733,557 82.7 　 2,247,423 84.1 　 4,022,603 83.8

　　　売上総利益 　 　 361,422 17.3 　 424,928 15.9 　 779,840 16.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 254,775 12.2 　 286,225 10.7 　 500,723 10.4

　　　営業利益 　 　 106,646 5.1 　 138,702 5.2 　 279,116 5.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 4,094 0.2 　 19,439 0.7 　 7,243 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 3,615 0.2 　 4,599 0.2 　 11,678 0.2

　　　経常利益 　 　 107,125 5.1 　 153,542 5.7 　 274,681 5.7

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 22,951 1.1 　 1,408 0.1 　 29,774 0.6

Ⅶ　特別損失 ※５ 　 43,129 2.1 　 1,192 0.0 　 43,858 0.9

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 86,947 4.1 　 153,757 5.8 　 260,597 5.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 45,448 　 　 87,344 　 　 124,913 　 　

　　　還付法人税等 　 － 　 　 △14,300 　 　 　 　 　

　　　法人税等調整額 　 △7,596 37,852 1.8 △22,664 50,379 1.9 △13,808 111,105 2.3

　　　中間(当期)純利益 　 　 49,094 2.3 　 103,377 3.9 　 149,492 3.1

　　　前期繰越利益 　 　 12,284 　 　 　 　 　 12,284 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 61,379 　 　 　 　 　 161,776 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本
評価・換算
差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

　 別途積立金
特別償却準

備金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(千円)

711,337 695,307 8,680 330,000 432 161,776 △82,060 1,825,474 14,577 1,840,051

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当(注) 　 　 　 　 　 △52,866 　 △52,866 　 △52,866

　役員賞与(注) 　 　 　 　 　 △12,000 　 △12,000 　 △12,000

　別途積立金の積立て(注) 　 　 　 80,000 　 △80,000 　 　 　 　

　特別償却準備金の取崩し
(注)

　 　 　 　 △167 167 　 　 　 　

　中間純利益 　 　 　 　 　 103,377 　 103,377 　 103,377

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 △17,687 △17,687

中間会計期間中の変動額合
計 (千円)

　 　 　 80,000 △167 △41,321 　 38,511 △17,687 20,823

平成18年９月30日残高
(千円)

711,337 695,307 8,680 410,000 264 120,455 △82,060 1,863,985 △3,110 1,860,875

　(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

　　　　移動平均法による原価法を

採用しております。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

同左

　　②　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)を採用しております。

　　②　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

　　②　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)を

採用しております。

　　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を

採用しております。

　　　　時価のないもの

同左

　　　　時価のないもの

同左

　(2) たな卸資産

　　①　仕掛品

　　　　個別法による原価法を採用

しております。

　(2) たな卸資産

　　①　仕掛品

同左

　(2) たな卸資産

　　①　仕掛品

同左

　　②　商品

　　　　総平均法による原価法

　　②　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

　　②　貯蔵品

同左

　　③　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

　 　

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　　ただし、平成10年４月１日

以降に新規に取得した建物(建

物附属設備を除く)について

は、定額法を採用しておりま

す。

　　　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３～34年

工具、器具
及び備品

４～６年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

同左

7



　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(2) 無形固定資産 　(2) 無形固定資産 　(2) 無形固定資産

　　①　市場販売目的のソフトウェ

ア

　　　　見込販売収益に基づく償却

額と、見込販売有効期間(３

年)に基づく均等配分額を比較

し、いずれか大きい額を計上

しております。

　　①　市場販売目的のソフトウェ

ア

同左

　　①　市場販売目的のソフトウェ

ア

同左

　　②　自社利用のソフトウェア

　　　　社内における利用可能期間

(３～５年)による定額法を採

用しております。

　　②　自社利用のソフトウェア

同左

　　②　自社利用のソフトウェア

同左

　(3) 長期前払費用

　　　均等償却によっております。

　　　なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

　(3) 長期前払費用

同左

　(3) 長期前払費用

同左

8



　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　売上債権及び貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。

　(2) 賞与引当金

同左

　
　

　(2) 賞与引当金

同左

　

　(3)　 　───────

　

　(3) 役員賞与引当金

　　　当社は、役員賞与の支払に備

えるため、当事業年度における

支給見込額のうち当中間会計期

間負担額を計上しております。

　(3)　　　───────

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　　　数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。

　(4) 退職給付引当金

同左

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　　　数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。

　(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。

　(5) 役員退職慰労引当金

同左

　(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

５　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　　　特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。

５　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　

同左

５　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

　

同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　借入金を対象とした金利スワ

ップ取引を利用しています。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　③　ヘッジ方針

　　　財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。

　③　ヘッジ方針

同左

　③　ヘッジ方針

同左

　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。

　④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

　④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の処理方法

　　　税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の処理方法

同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　(1) 消費税等の処理方法

同左

　(2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

　　　時価法によっております。

　(2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

同左

　(2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

　　　　　────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。

　　　　　────── (役員賞与に関する会計基準)

　当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準第

４号　平成17年11月29日)を適用して

おります。

　これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ６

百万円減少しております。

　　　　──────

　　　　　────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月９日企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会　平成17年12月９日

　企業会計基準適用指針第８号)を適

用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,860,875千円であ

ります。

　中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

　　　　　──────
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において固定資産の「無形固定資産」

に含めておりました「ソフトウェア」(前中間会計期間

11,363千円)は、金額的重要性が増したため、当中間会計

期間においては区分掲記しております。なお、前中間会

計期間の「ソフトウェア」11,363千円は「無形固定資産」

の「その他」に含めて記載しております。

　　　　　　　　　────────
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

20,172千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

29,127千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

25,867千円

　　　　─────── ※２　中間期末日満期手形等

　　　中間期末日決済予定の受取手

形、売掛金、買掛金は翌営業日

の決済処理となっており、下記

の科目に中間期末日決済予定金

額が含まれております。

受取手形 2,255千円

売掛金 10,137千円

買掛金 23,036千円

　　　　───────

　２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

　３　消費税等の取扱い

同左

───―――─
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 320千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 314千円

受取配当金 16,809千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 667千円

受取配当金 1,051千円

金利スワップ評

価益
1,133千円

　 　

　 　 　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 2,804千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 3,260千円

　 　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 6,061千円

新株発行費 4,822千円

　 　 　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 4,647千円

無形固定資産 19,392千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 4,511千円

無形固定資産 30,776千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 10,345千円

無形固定資産 53,977千円

　 　 　

※４　特別利益の主要項目

　　　投資有価証券売却益

22,570千円

※４　特別利益の主要項目

　　　投資有価証券売却益

1,408千円

※４　特別利益の主要項目

　　　投資有価証券売却益

29,774千円

　 　 　

※５　特別損失の主要項目

土地建物売却損 42,383千円

建物除却損 676千円

　　　工具器具及び備品除却損

69千円

※５　──────────

　

　

※５　特別損失の主要項目

土地建物売却損 42,383千円

建物除却損 676千円

　　　工具器具及び備品除却損

69千円

　 　 　

　　　　　────── ※６　売上原価に含まれるたな卸資

産評価減

33,107千円

　　　　　──────

　

14



(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 500 － － 500
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

34,618 9,278 25,340

ソフトウ
ェア

15,504 6,082 9,421

合計 50,122 15,360 34,761

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

57,563 15,405 42,157

ソフトウ
ェア

29,996 12,030 17,966

合計 87,560 27,436 60,123

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産

43,872 9,587 34,285

ソフトウ
ェア

22,679 8,311 14,368

合計 66,552 17,898 48,653

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 10,161千円

１年超 25,252千円

合計 35,414千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 20,971千円

１年超 40,201千円

合計 61,172千円

②　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 15,145千円

１年超 34,325千円

合計 49,471千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 5,805千円

減価償却費相当額 5,366千円

支払利息相当額 485千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 10,154千円

減価償却費相当額 9,537千円

支払利息相当額 848千円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 13,242千円

減価償却費相当額 12,272千円

支払利息相当額 1,182千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度末(平成18年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

　

１株当たり情報

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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１株当たり情報

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 56,927円77銭 １株当たり純資産額 77,439円67銭 １株当たり純資産額 76,073円73銭

１株当たり
中間純利益

2,291円79銭
１株当たり
中間純利益

4,302円02銭
１株当たり
当期純利益

6,284円46銭

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

2,277円95銭
潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

4,295円19銭
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

6,247円38銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度末

(平成18年９月30日)

中間貸借対照表の純資産の部の合
計額

(千円) － 1,860,875 －

普通株式に係る純資産額 (千円) － 1,860,875 －

普通株式の発行済株式数 (株) － 24,530 －

普通株式の自己株式数 (株) － 500 －

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

(株) － 24,030 －

　

２　１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 49,094 103,377 149,492

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳

　 　 　 　

　利益処分による
　役員賞与金

(千円) ― ― 12,000

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 12,000

普通株式に係る中間(当期)純利
益

(千円) 49,094 103,377 137,492

普通株式の期中平均株式数 (株) 21,422 24,030 21,878

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳

　 　 　

　新株引受権 (株) 92 ― 82

　新株予約権 (株) 38 38 48

普通株式増加数 (株) 130 38 130

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

――― 　　　─── ―――

　

18



重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　当社は、平成17年9月16日開催の取

締役会において、株式会社トータル

インフォメーションエージェンシイ

(以下ＴＩＡ)の営業の一部を譲り受

けることを決議し、平成17年９月20

日に営業譲渡契約書を締結しまし

た。

　営業の譲り受けに関する概要は以

下のとおりであります。

　１　営業譲受の理由

　　　当社は全国でシステム開発や

アウトソーシングのサービスを

提供しておりますが、最大のマ

ーケットである首都圏での顧客

および開発技術者の獲得は、早

急の課題でありました。今回の

ＴＩＡからの営業一部譲り受け

により、この商圏への対応の改

善を図ることが可能と考えま

す。

　２　営業譲受の内容

　　　システム開発事業およびシス

テム機器販売事業の一部

　３　譲受価額

　　　金　22,050千円

　４　営業譲受する相手会社の概要

　　(1)商号 ：

株式会社トータルインフォメ

ーションエージェンシイ

　　(2)事業概要 ：

システム開発、パッケージソ

フトおよび情報処理機器販

売、保守およびメンテナンス

等

　５　営業譲受の日程

　　　平成17年９月20日

　　　営業譲渡契約書締結

　　　平成17年10月 1日

　　　営業譲受日

　　　　　───────

　

　当社は、業務内容の拡大、新規事

業による相乗効果及び新たな顧客の

開拓を目的として、株式会社名鉄シ

ステム開発の株式取得のため、平成

18年４月１日に株式会社名鉄システ

ム開発の全株式を所有している信州

名鉄運輸株式会社と株式譲渡契約を

締結し、平成18年４月３日付けで譲

り受けました。

　１　株式を取得した会社の概要

(1)商号　　株式会社名鉄システ

ム開発

(平成18年４月14日付けで(株)

イービックスに商号変更)

(2)所在地　長野県松本市

(3)事業内容 ソフトウェア開

発、数値解析、

ネットワーク構

築 及 び 運 用 支

援、人材派遣等

(4)資本金　30百万円

(5)決算期　３月31日

(6)最近事業年度における総資産

の額

754百万円

　２　取得株式の数、取得価額及び

取得後の持株比率

(1)取得株式数

600株　(所有割合100％)

(2)取得価額

564百万円　(付随費用含む)

　３　支払資金の調達

　　支払資金につきましては、金融

機関からの借入金及び自己資金

により調達いたしました。
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